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みちのく震録伝（しんろくでん）とは
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「みちのく」：宮城県、福島県、岩手県を中心に東北地方
全域を示す

「震」 ：東日本大震災

「録」 ：災害の記憶、記録、事例、知見を記録すると
いう意味

「伝」 ：災害の伝承、国内外へ伝達するという意味
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東日本大震災で得られた知見の情報をすべて記録
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本アーカイブプロジェクトの目的



東北大学防災科学研究拠点と本アーカイブプロジェクトとの関係

①災害リスク：東北地方太平洋沖地震・津波災害の実態に基づく
減災技術の再構築

②人間・社会対応：災害発生後の被災地支援学の創成

③地域・都市再生：都市の耐災害性能向上と多重フェイルセーフ化

④災害理学：超巨大地震・津波発生メカニズムの解明と
次世代早期津波検知技術の開発

⑤災害医学：
広域巨大災害対応型災害医学・医療の確立

み
ち
の
く
震
録
伝

民間企業

政府・省庁

公益事業体

マスコミ
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被災者

研究プロジェクト部門

計画実践部門

⑥情報管理・社会連携：
地域・都市再生と語り継ぎのためのアーカイブスの構築

集約 集約

記録・収集

災害制御研究センター，東北アジア研究センター，地震・噴火予知研究
観測センター，加齢医学研究所，文学研究科（心理学），法学研究科
（都市法），経済学研究科（地域計画），理学研究科（地球物理学，地
学），医学系研究科（医科学，保健学），工学研究科（土木，都市・建築
学，量子エネルギー），情報科学研究科（人間情報学，人間社会計画
学，応用情報科学），

地方自治体

東北大学防災科学研究拠点 アーカイブ
プロジェクト

様々な機関等
からの情報集約



アーカイブプロジェクトの基本理念
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１．学術的な観点からあらゆる「記憶」，「記録」，「事例」，「知見」を収集
するとともに，あらゆる可能性を否定せずに幅広く情報を収集し，
アーカイブすること．

２．東日本大震災をはじめとする災害記録をアーカイブするとともに，東
北地方の過去・未来の災害についてもアーカイブすること．

３．災害に関して得られた知見を，即座に防災・減災対策に結び付けら
れるかたちで情報発信すること．

４．アーカイブと利用者間の対話の中から，継続的に成長するシステム
であること

５．災害発生以降の被災地の復旧・復興過程の現況を（時間的な観点）
東北地方の沿岸部から内陸部まで空間的に記録し（空間的な観点），
準リアルタイムに発信すること．



アーカイブプロジェクトの基本理念
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６．他機関の様々な震災アーカイブや社会サービスと横断的に連携す
ること．

７．災害アーカイブのグローバル・スタンダードを目指すこと．

８．大学、研究所、行政、企業等の防災・減災システムと連携し，対策・
対応を支援すること．

９．様々な環境に応じた防災教育に関する情報で提供できること．

１０．アーカイブシステムの構築に伴い，東北地方を中心に雇用を創出
すること．

１１．プロジェクト期間は10年を目処とし、逐次、被災地の復興を記
録、集められた情報を公開



アーカイブの利用イメージ
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アーカイブ基盤の社会展開
アーカイブ基盤の高度利用，

復興・防災・減災コミュニティ形成
アーカイブ基盤システム アーカイブ基盤の社会展開

基盤システム
（アーカイブ本体）

外部連携

SNS

海外

行政・自治体

企業・NPO

教育

SNS
SNS

観光・産業

研究支援

公
開
API

海外の防災・減災支援

自治体の防災・減災支援

観光支援，復興支援・
産業支援

企業BCP，医療支援，
自主防災支援

一般市民の防災意識啓
発，正しい知識の伝承,
e‐ラーニング等

大規模シミュレーション，分析支援

・研究者
・自治体関係
・教育機関
・消防・警察
・医療機関
・コンサル
・ゼネコン
・自主防災組織
・NPO，NGO

データ連係，他システム連携，
海外大学連携

過去の災害記録
研究者による分析

結果

東日本大震災の記憶と記録



アーカイブのデータの対象範囲
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東日本大震災の
記録

東北地方
の災害記録

・869年貞観地震
・1611年慶長三陸地震
・1896年明治三陸地震
・1933年昭和三陸地震
・1960年チリ地震
・1978年宮城県沖地震
・2003年宮城県北部の地震
・2008年岩手宮城内陸地震
・2010年チリ地震

社会基盤データ

人口，経済，建物，表層地盤，地下構造などなど

研究者による分析結果

・東北地方太平洋沖地震・津波災害の被害過程の実態解明
・地質学的アプローチによる低頻度巨大災害の解明
・住民の災害認知・避難行動
・災害時対応を可能とする歴史資料保存学の確立

・災害による社会的リスク低減のための最適シナリオや防災ガバナ
ンスの確立

・災害・防災に関する法制度のあり方の提案
・災害をめぐる生活や文化のあり方の提案
・各国の防災体制の国際比較を通じた防災の高度化
・復興まちづくりの都市計画学的評価
・被災地支援のための除染科学の学術体系の基盤整備
・都市マイクロゾーニングに基づく耐震性向上技術の創成

などなど

過去 現在 近未来

外部連携

JST（J‐Globle），NII（CiNii，Kaken），ウェザーニューズ(減災ポートマップ)等



3年間のスケジュール
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6ヶ月後 1年後 1年半後 2年後 2年半後 3年後

βシステムのWeb公開

一部のコンテンツWeb公開

αシステムのWeb公開

内部αシステムテスト開始

内部βシステムテスト開始

本システムテスト開始

β＋システム
公開

本システム公
開

2012.32011.9 2013.32012.9 2014.32013.9

2011.9
6ヶ月後報告会

2012.3
1年後報告会

2013.3
2年後報告会

2014.9
3年後報告会



東北大アーカイブ公開 第1弾（公開済み）

・東北復興地図作成プロジェクト
(TRM : Tohoku Renovation Mapping)

協力：CSIS，ゼンリン，パスコ
http://www.tsunami.civil.tohoku.ac.jp/tohoku2011/mapping_damage.html



東北大アーカイブ公開 第2弾

・Google社のストリートビューと同じような360度カメラで撮影
・南相馬から宮古まで撮影．年4回（最初の撮影は6月）

協力：ソキア，山形測器社



東北大アーカイブ公開 第3弾

・研究者が撮影した写真（約5,000枚）を3つの方法で公開

地図情報と組み合わせた
公開

ARを利用したモバイル端
末での公開

仮想空間内で連続性を
持たせた写真閲覧



①Web上から震災直後から時系列で復興状況を観る
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協力：インフォマティックス，昭文社



システムイメージ

14協力：インフォマティックス，昭文社



②被災地で被災直後からの復興状況を観る
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AR（拡張現実）を利用して，被災

地で被災直後からの復興過程を
被災直後の写真と現地の状況を
合わせて観る．

利用イメージ
・防災教育（e-ラーニング）
・現場での復旧・復興支援

協力：マルティスープ



システムイメージ
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ARモード 地図モードリストモード

協力：マルティスープ



③仮想空間内で連続性を持たせた写真閲覧

* PVW : 日本IBM 大和研究所で開発されたソフトウエア

photo‐based virtual world （PVW)*Google Map

PVWに表示された写真
を拡大していくと, より詳
細な写真をみることがで
きる
（構造化された写真空
間を、移動できる）

＊パノラマ写真の一部が表示されている



みちのく震録伝のHP

http://www.dcrc.tohoku.ac.jp/archive/index.html



賛同・協力機関
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【行政、自治体、独立行政法人等】
宮城県、文部科学省、科学技術振興機構（JST）、国立情報学研究所（NII）、
国際協力機構（JICA）、東北大学防災科学研究拠点、東北大学附属図書館、
日本画像情報マネジメント協会（JIIMA）

【企業】
日本アイ・ビー・エム株式会社、アジア航測株式会社、株式会社インテージ、
株式会社インフォマティクス、株式会社ウェザーニューズ、NTT空間情報株式会社、
ESRIジャパン株式会社、グローバル・サーベイ株式会社、国際航業株式会社、
株式会社ジムコ、株式会社ゼンリンデータコム、株式会社ソキア販売、
東京海上日動火災保険株式会社、ニホンモニター株式会社、株式会社博報堂、
マルティスープ株式会社

【東北地方企業】
アジア航測株式会社仙台支店、NECソフトウェア東北株式会社、
株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 東北支社、応用地質株式会社東北支社、
株式会社草野測器社、株式会社サーベイリサーチセンター東北事務所、
株式会社仙台博報堂、株式会社日立東日本ソリューションズ、
株式会社富士通東北システムズ、日本総合システム株式会社仙台支社、
株式会社山形測器社



ご静聴いただきありがとうございました．


